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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成24年３月31日現在) 
(単位：千円)  

資 産 の 部 負 債 の 部 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 附 属 設 備 

車 両 運 搬 具 

工具､器具及び備品 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ エ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

長 期 前 払 費 用 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

敷金及び保証金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
5,562,226

1,051,756

383,775

3,900,782

66,185

106,082

34,213

19,549

△  120

3,161,107

1,659,728

679,445

8

980,274

52,387

47,454

4,932

1,448,992

19,523

15,398

299,120

1,114,336

14,176

△13,562

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

１年内償還予定の社債

１年内返済予定の長期借入金

未払金及び未払費用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

そ の 他

 

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

長 期 未 払 金

 
2,690,325 

251,571 

1,400,000 

170,000 

146,086 

514,904 

27,796 

164,725 

15,241 

 

799,658 

345,000 

161,836 

272,525 

20,296 

負 債 合 計 3,489,984 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

為替換算調整勘定 

5,229,331 

1,777,743 

1,536,643 

1,915,018 

△  73 

4,018 

4,018 

純 資 産 合 計 5,233,349 

資 産 合 計 8,723,334 負 債 純 資 産 合 計 8,723,334 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

(単位：千円) 
 

科       目 金       額 

売 上 高  10,021,729 

売 上 原 価  3,411,665 

売 上 総 利 益  6,610,064 

販売費及び一般管理費  6,936,305 

営 業 損 失  326,241 

営 業 外 収 益  19,092 

受 取 利 息 297  

為 替 差 益 10,761  

未 払 配 当 金 除 斥 益 3,941  

そ の 他 4,091  

営 業 外 費 用  28,188 

支 払 利 息 18,841  

社 債 利 息 7,025  

社 債 発 行 費 2,217  

そ の 他 105  

経 常 損 失  335,337 

特 別 損 失  117,457 

固 定 資 産 除 却 損 8,823  

減 損 損 失 108,633  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失  452,795 

法人税、住民税及び事業税  16,271 

法 人 税 等 調 整 額  △ 93,209 

少数株主損益調整前当期純損失  375,857 

当 期 純 損 失  375,857 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 
(単位：千円) 

 
科         目 金   額 

株主資本  

 資本金  

  当期首残高 1,777,743 

  当期変動額  

   当期変動額合計 ─ 

  当期末残高 1,777,743 

 資本剰余金  

  当期首残高 1,536,643 

  当期変動額  

   当期変動額合計 ─ 

  当期末残高 1,536,643 

 利益剰余金  

  当期首残高 2,474,641 

  当期変動額  

   剰余金の配当 △183,764 

   当期純損失 △375,857 

   当期変動額合計 △559,622 

  当期末残高 1,915,018 

 自己株式  

  当期首残高 △72 

  当期変動額  

   自己株式の取得 △0 

   当期変動額合計 △0 

  当期末残高 △73 

 株主資本合計  

  当期首残高 5,788,954 

  当期変動額  

   剰余金の配当 △183,764 

   当期純損失 △375,857 

   自己株式の取得 △0 

   当期変動額合計 △559,623 

  当期末残高 5,229,331 
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(単位：千円) 
 

科         目 金   額 

その他の包括利益累計額  

 為替換算調整勘定  

  当期首残高 3,394 

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 624 

   当期変動額合計 624 

  当期末残高 4,018 

 その他の包括利益累計額合計  

  当期首残高 3,394 

  当期変動額  

   株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 624 

   当期変動額合計 624 

  当期末残高 4,018 

純資産合計  

 当期首残高 5,792,348 

 当期変動額  

  剰余金の配当 △183,764 

  当期純損失 △375,857 

  自己株式の取得 △0 

  株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 624 

  当期変動額合計 △558,999 

 当期末残高 5,233,349 
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連結注記表 
 
継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ２社 

   主要な連結子会社の名称 Israel Shiraishi,Ltd. 

               株式会社 ウェディングサポート 

   上記のうち、株式会社 ウェディングサポートは、当連結会計年度中にお

いて新たに設立したため、連結の範囲に含めています。 

 (2) 非連結子会社  該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   会社名          決算日 

  Israel Shiraishi,Ltd.  12月31日 

   連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っています。 

   株式会社 ウェディングサポートの決算日は３月31日であり、連結決算日

と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

   通常の販売目的で保有するたな卸資産 

   イ．商品 

    ダイヤモンドルース（裸石)・マリッジリング・メレ石 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にも

とづく簿価切下げの方法により算定） 

    枠・地金・その他商品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

もとづく簿価切下げの方法により算定） 

   ロ．貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづ

く簿価切下げの方法により算定） 
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備 ３～18年 

車両運搬具 ２～６年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

在外連結子会社は所在地国の会計基準にもとづく定額法によっています。 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっています。なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法を採用して

います。 

  ③ 長期前払費用 

    均等償却によっています。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

  ② 退職給付引当金 

当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額にもとづき計上しています。数理計算上の差異

は、その発生年度に一括損益処理しています。 

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しています。なお、在外連結子会社などの資産

および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定に含めています。 

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理方法 

 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 ② 繰延資産の処理方法 

 社債発行費 支出時に全額費用として処理しております。 

 

  追加情報 

   当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂

正より、｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準｣（企業会計基

準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月

４日）を適用しております。 
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連結貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 1,683,428千円 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する

事項 

 当連結会計年度

期首株式数（株)

当連結会計年度

増加株式数（株)

当連結会計年度

減少株式数（株)

当連結会計年度 

末株式数（株) 

発行済株式     

  普通株式 183,765,644 ― ― 183,765,644 

  合計 183,765,644 ― ― 183,765,644 

自己株式  

  普通株式 763 29 ― 792 

  合計 763 29 ― 792 
 
(注) 普通株式の自己株式の増加29株は単元未満株式の買取りによる増加です。 

 

２．新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会
普通株式 183,764千円 １円00銭 平成23年３月31日 平成23年６月30日 

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借

入）を調達しています。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達し

ています。資金運用については短期的な預金などに限定しています。 

 (2) 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客および提携先企業の信用リ

スクに晒されています。また、外貨預金は、同じ外貨建ての買掛金の残高

の範囲内にあるものを除き、為替の変動リスクに晒されています。 

長期貸付金は、建設協力金に対するものであり、貸主の信用リスクに晒

されています。 
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営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１～３ヶ月以内

の支払期日です。一部外貨建てのものについては、外貨預金の残高の範囲

内にあるものを除き、先物為替予約を利用してヘッジする場合があります。

これ以外の残高は、為替の変動リスクに晒されています。 

借入金は、主に設備投資にかかる資金調達と短期的な運転資金を目的と

したものであり、返済期日は最長で決算日後３年以内です。このうち一部

は、金利の変動リスクに晒されています。 

社債は、金融機関保証付および適格機関投資家限定の無担保社債（私募

債）で、事業資金として調達したものであり、返済期間は５年の定時償還

です。 

 (3) 金融商品にかかるリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行にかかるリスク）の管理 

当社は、財務経理規程に従い、営業債権について、得意先毎に債権の

発生時期を整理して、売掛金年齢表を作成し残高管理を行っています。

また、滞留債権については、営業責任者および商品責任者は、遅滞な

く債権の明細、回収見込、その他の状況について、社長および関係者

に報告し、適切な対応策を協議することにより、得意先の財務状況な

どの悪化などによる回収懸念の早期把握や軽減を図っています。 

② 市場リスク（為替や金利などの変動リスク）の管理 

当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替

の変動リスクに対して、先物為替予約を利用してヘッジする場合があ

ります。また、当社は借入金にかかる支払金利の変動リスクに関して

は、長期借入金の金利変動リスクを回避するため固定金利による借入

れを実施しています。 

③ 資金調達にかかる流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくな

るリスク）の管理 

当社は、財務経理規程に従い、資金管理責任者が常に資金繰りの状況

を把握し、資金の調達または運用に関して的確な施策を講じるととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しています。 

 (4) 金融商品の時価などに関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格にもとづく価額のほか、市場価格がない

場合には合理的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定にお

いては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件などを採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価などに関する事項 

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの

差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは含まれていません。((注）2．参照) 

 
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円) 

(1) 現金及び預金 1,051,756 1,051,756 ― 
(2) 受取手形及び売掛金 383,775 383,775 ― 
(3) 長期貸付金（※１） 15,398 15,423 24 

資産計 1,450,929 1,450,954 24 

(1) 支払手形及び買掛金 251,571 251,571 ― 
(2) 短期借入金 1,400,000 1,400,000 ― 
(3) 未払法人税等 27,796 27,796 ― 

(4) 社債 
(１年内償還予定の社債含む)

515,000 514,966 △33 

(5) 長期借入金 
(１年内返済予定の長期借入金含む)

307,922 307,692 △229 

(6) 長期未払金 20,296 20,640 343 

負債計 2,522,585 2,522,668 80 

(※１) 長期貸付金は、建設協力金に対するものです。 
 

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法 
資 産 
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(3) 長期貸付金 
 これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを長期プライムレ
ートなど適切な指標にもとづく利率で割り引いた現在価値により算
定しています。 

 
負 債 
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(4) 社債 
 これらの時価は、元利金の合計額を、当該社債の残存期間および
信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定してい
ます。 

(5) 長期借入金、(6) 長期未払金 
 これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定していま
す。 
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2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区     分 連結貸借対照表計上額（千円） 

敷金及び保証金 1,114,336 
(注) 敷金及び保証金 

 償還期限の定めが無く、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら当該帳簿価額によっています。 

 

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

 
１年以内
（千円）

１年超 
２年以内
（千円）

２年超 
３年以内
（千円）

３年超 
（千円） 

現金及び預金 1,051,756 ― ― ― 
受取手形及び売掛金 383,775 ― ― ― 
長期貸付金 4,848 4,919 4,991 638 

合計 1,440,380 4,919 4,991 638 

 

4. 社債、長期借入金および長期未払金の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内
（千円）

１年超 
２年以内
（千円）

２年超 
３年以内
（千円）

３年超 
５年以内 
（千円） 

社債 
(１年内償還予定の社債を含む)

170,000 170,000 125,000 50,000 

長期借入金 
(１年内返済予定の長期借入金含む)

146,086 110,576 51,260 ― 

長期未払金 16,482 3,814 ― ― 

合計 332,568 284,390 176,260 50,000 

 

１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 28円48銭 

 (2) １株当たり当期純損失金額 2円05銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期

純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため、記載していません。 
 (注) １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 当期純損失 375,857千円 

 普通株主に帰属しない金額 ―千円 

 普通株式に係る当期純損失 375,857千円 

 期中平均株式数 183,764千株 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成24年３月31日現在) 
(単位：千円)  

資 産 の 部 負 債 の 部 
 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 附 属 設 備 

車 両 運 搬 具 

工具､器具及び備品 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ エ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

敷金及び保証金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
5,565,181

1,026,785

383,566

3,904,929

66,185

106,082

32,645

45,127

△  141

3,179,932

1,659,263

679,445

8

979,810

41,647

36,714

4,932

1,479,021

30,029

15,398

19,523

299,120

1,114,336

14,176

△13,562

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内償還予定の社債

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

そ の 他

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

長 期 未 払 金

2,684,240 

247,938 

1,400,000 

170,000 

146,086 

298,259 

215,492 

26,496 

164,725 

7,535 

7,705 

799,658 

345,000 

161,836 

272,525 

20,296 

負 債 合 計 3,483,898 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

5,261,214 

1,777,743 

1,536,643 

1,536,643 

1,946,902 

23,531 

 

300,000 

1,623,371 

△  73 

純 資 産 合 計 5,261,214 

資 産 合 計 8,745,113 負 債 純 資 産 合 計 8,745,113 
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損 益 計 算 書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

(単位：千円) 
 

科       目 金       額 

売 上 高  10,020,827 

売 上 原 価  3,412,775 

売 上 総 利 益  6,608,052 

販売費及び一般管理費  6,923,507 

営 業 損 失  315,455 

営 業 外 収 益  20,596 

受 取 利 息 573  

為 替 差 益 11,990  

未 払 配 当 金 除 斥 益 3,941  

そ の 他 4,091  

営 業 外 費 用  27,699 

支 払 利 息 18,352  

社 債 利 息 7,025  

社 債 発 行 費 2,217  

そ の 他 105  

経 常 損 失  322,557 

特 別 損 失  117,457 

固 定 資 産 除 却 損 8,823  

減 損 損 失 108,633  

税 引 前 当 期 純 損 失  440,015 

法人税、住民税及び事業税  16,181 

法 人 税 等 調 整 額  △ 94,018 

当 期 純 損 失  362,178 
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株主資本等変動計算書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

 
(単位：千円) 

 
科         目 金   額 

株主資本  
 資本金  
  当期首残高 1,777,743 
  当期変動額  
   当期変動額合計 ─ 
  当期末残高 1,777,743 
 資本剰余金  
  資本準備金  
   当期首残高 1,536,643 
   当期変動額  
    当期変動額合計 ─ 
   当期末残高 1,536,643 
  資本剰余金合計  
   当期首残高 1,536,643 
   当期変動額  
    当期変動額合計 ─ 
   当期末残高 1,536,643 
 利益剰余金  
  利益準備金  
   当期首残高 23,531 
   当期変動額  
    当期変動額合計 ─ 
   当期末残高 23,531 
  その他利益剰余金  
   別途積立金  
    当期首残高 300,000 
    当期変動額  
     当期変動額合計 ─ 
    当期末残高 300,000 
   繰越利益剰余金  
    当期首残高 2,169,315 
    当期変動額  
     剰余金の配当 △183,764 
     当期純損失 △362,178 
     当期変動額合計 △545,943 
    当期末残高 1,623,371 
  利益剰余金合計  
   当期首残高 2,492,846 
   当期変動額  
    剰余金の配当 △183,764 
    当期純損失 △362,178 
    当期変動額合計 △545,943 
   当期末残高 1,946,902 
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(単位：千円) 
 

科         目 金   額 

 自己株式  
  当期首残高 △72 
  当期変動額  
   自己株式の取得 △0 
   当期変動額合計 △0 
  当期末残高 △73 
 株主資本合計  
  当期首残高 5,807,159 
  当期変動額  
   剰余金の配当 △183,764 
   当期純損失 △362,178 
   自己株式の取得 △0 
   当期変動額合計 △545,944 
  当期末残高 5,261,214 
純資産合計  
 当期首残高 5,807,159 
 当期変動額  
  剰余金の配当 △183,764 
  当期純損失 △362,178 
  自己株式の取得 △0 
  株主資本以外の項目の当期変動額（純額) ─ 
  当期変動額合計 △545,944 
 当期末残高 5,261,214 
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個別注記表 
 
継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

 (1) 通常の販売目的で保有するたな卸資産 

  ① 商品 

    ダイヤモンドルース（裸石)・マリッジリング・メレ石 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にも

とづく簿価切下げの方法により算定） 

    枠・地金・その他商品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

もとづく簿価切下げの方法により算定） 

  ② 貯蔵品 

     最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下にもとづ

く簿価切下げの方法により算定） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備 ３～18年 

車両運搬具 ２～６年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっています。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法を採用しています。 

 (3) 長期前払費用 

均等償却によっています。 
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４．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額にもとづき計上しています。数理計算上の差異は、その発生年度に

一括損益処理しています。 

 

５．その他計算書類のための基本となる重要な事項 

 (1) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しています。 

 (2) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 (3) 繰延資産の処理方法 

社債発行費 支出時に全額費用として処理しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,678,788千円 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

 

２．関係会社に対する金銭債権債務の額 短期金銭債権 25,874千円 

 

損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

  仕入高 7,458千円 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

  普通株式 792株

 

追加情報 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準｣（企業会計基準第24号 平

成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しており

ます。 
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リース取引により使用する固定資産に関する注記 

 ファイナンス・リース取引 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ① リース資産の内容 

    該当事項はありません。 

  ② リース資産の減価償却の方法 

    該当事項はありません。 

 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が、平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引

にかかる方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額および期末残高相当額 
 
 取得価額相当額

（千円） 
減価償却累計額相当額

（千円） 
期末残高相当額 

（千円） 

工具、器具及び備品 15,084 14,471 612 

合  計 15,084 14,471 612 
 
 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 887千円

１年超 ―千円

 合計 887千円
 
 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額および減損損失 

支 払 リ ー ス 料 8,298千円 

減 価 償 却 費 相 当 額 7,439千円 

支 払 利 息 相 当 額 237千円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法および利息相当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっていま

す。 

   利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については利息法によっています。 

   (減損損失について） 

    リース資産に配分された減損損失はありません。 
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税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産（流動） 

資産除去債務 14,861千円

繰越欠損金 9,120千円

外形標準課税 3,869千円

店舗閉鎖損失引当金 1,987千円

引出物商品評価損否認 1,480千円

その他 1,325千円

 合計 32,645千円

  繰延税金資産（固定） 

繰越欠損金 137,919千円

退職給付引当金 98,123千円

減損損失 65,226千円

不正事故損失 63,865千円

貸倒引当金 4,926千円

子会社株式評価損 3,660千円

その他 394千円

 小計 374,116千円

評価性引当額 △74,995千円

 合計 299,120千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因とな

った主な項目別の内訳 

税引前当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

 

－ 18 －



〆≠●0 
00_0193110092406.docx 
㈱シーマ様 招集別冊 2012/05/29 2:57:00印刷 11/11 
 

 

関連当事者との取引に関する注記 

１．役員および個人主要株主等 
 

属 性 氏  名 住 所 

資本金又

は出資金

（千円） 

事 業 の

内 容

又 は 職 業

議決権等

の被所有

割 合

関係内容 
取 引 の

内 容

取引金額

（千円）
科目 

期末残高

（千円） 役 員 の

兼 任 等

事業上

の関係

役 員 

ジャン・

ポール・

トルコウ

スキー

ベルギー ― 

当社社外取締役

エクセルコN.V. 

および 

F.T.K. BVBAマネージ

ング・ディレクター

― ― ―

エクセル

コN.V.

および

F.T.K. 

BVBAから

のダイヤ

モンド仕

入 

312,932 ― ― 

(注) 1. ジャン・ポール・トルコウスキーが第三者（エクセルコN.V.およびF.T.K. 
BVBA）の代表者として行った取引であり、価格などは一般的取引条件によっ
ています。 

2. F.T.K. BVBAの正式社名は、F.T.K. BVBA Worldwide Manufacturingです。 
3. 上記の金額のうち取引金額には消費税は含まず、期末残高には消費税が含ま

れています。 

 

２．関係会社 
 
属  性 

会社等の 

名  称 
住  所 

資本金又

は出資金

事 業 の

内 容

議決権等の

所有割合
関係内容

取 引 の

内 容

取引金額

（千円）
科目 

期末残高

（千円） 

子 会 社 

Israel 

Shiraishi, 

Ltd. 

イスラエル 

テルアビブ 

1,000

イスラエル

シェケル

ダイヤモン

ドの仕入
直接98％ 役員の兼任

資金の貸付 21,141
短期 

貸付金 
25,874 

ダイヤモン

ドの仕入
7,458

(注) ダイヤモンドの仕入に関する取引は一般的取引条件により、規程の範囲で決定さ
れ、資金の貸付に関しては取締役会での決議によって条件が決定します。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 (1) １株当たり純資産額 28円63銭 

 (2) １株当たり当期純損失金額 １円97銭 
(注) １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりです。 

 当期純損失 362,178千円 

 普通株主に帰属しない金額 ― 

 普通株式に係る当期純損失 362,178千円 

 期中平均株式数 183,764千株 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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